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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、株式を公開し、一般の投資家を広く株主として受け入れる企業として、継続的な株主価値の増大は当然の責務であることを念頭に、そ

れを実現させるため、株主の皆様の権利を尊重し、経営の公平性・透明性を確保するとともに、取締役会を中心とした自己規律のもと、株主の皆

様に対する受託者責任・説明責任を十分に果たしてまいります。同時に、経営理念を具現化するため、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要

課題と位置付け、適確且つ迅速な意思決定・業務執行体制並びに適正な監督・監視体制の構築を図ることを基本としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

［補充原則1-2④ 議決権の電子行使を可能とするための環境作り及び招集通知の英訳］

　当社は、議決権電子行使を採用しておりますが、機関投資家や海外投資家の持株比率が低いため、議決権電子行使プラットフォームの利用や
招集通知の英訳を行っておりません。

　今後、当該投資家の持株比率の推移を踏まえて実施を検討してまいります。

［原則4-11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件］

　当社の取締役会は社内取締役３名と社外取締役２名、非常勤取締役１名、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されております。

　取締役は経営、財務、ＩＴ、営業等の各分野において専門的な知識と豊富な経験を有した者であり、取締役会としての役割・責務を実効的に果た
すための多様性と適正規模を両立した体制が構築できていると認識しております。また、監査役には、公認会計士、弁護士等がおり、財務・会計・
法務に関する適切な知見を有しております。

　取締役会の構成について、ジェンダーや国際性の面を含む多様性は、今後、取締役会全体としての実効性の向上を図るための取組みの一つと
して検討してまいります。

　また、取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行い、機能の向上を図ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

［原則1-4 政策保有株式］

　当社では、政策保有株式として上場株式を保有しないことを基本としております。ただし、中長期的な経済合理性を総合的に勘案し、取引先との
安定的・長期的な取引関係の維持、強化、もしくは業務上の協力関係の維持、強化等の目的のため、必要と判断する企業の株式を限定的に保有
する場合があります。

　政策保有株式を保有する場合は、毎年取締役会で個別の政策保有株式について経済合理性や将来の見通し等及び保有目的等について精
査、検証し、その概要を開示いたします。

　また、政策保有株式の議決権行使にあたっては、対象となる企業の企業価値を毀損する可能性が無いと判断した議案については原則として賛
成します。ただし、企業価値を毀損する可能性があると判断した議案については、慎重に検討を行ったうえ総合的に判断します。

［原則1-7 関連当事者間の取引］

　当社が関連当事者と取引を行う場合には、商取引上の一般的な取引条件及び同社以外の同種企業との取引と同様の条件を踏まえ、取締役会
で審議を行い、合理的に取引条件を決定しております。

［原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮］

　当社では確定拠出年金制度を採用しており、従業員に対して資産運用に関する教育ならびに情報提供を行っております。

［原則3-1 適切な情報開示と透明性の確保］

　(１)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　　当社は、「経営理念」、「事業戦略」及び「中期経営計画」を当社ホームページ及び決算説明会資料において明示しております。

　(２)本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方をコーポレート・ガバナンス基本方針に定め、ホームページに掲載しております。

　(３)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　　取締役の報酬は、月額及び賞与により構成されており、会社の業績や経済情勢、職責と成果を反映させた体系となっております。報酬額の

　　決定については、株主総会の決議による報酬総額の限度内において、取締役会の諮問委員会である指名報酬委員会での審議を踏まえて、

　　取締役会で決議しております。

　(４)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　　当社は、コーポレート・ガバナンス基本方針において役員候補者指名基準、独立役員候補者の独立性判断基準を定めており、取締役会の

　　諮問委員会である指名報酬委員会での審議を踏まえて取締役会で取締役・監査役候補の指名を行います。

　　　また、取締役の解任についても、指名報酬委員会での審議を踏まえて取締役会で審議の上、株主総会に対する解任議案の提出について

　　決定いたします。

　(５)取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　　　当社は、株主総会招集通知の株主総会参考書類等において各候補者の選解任理由を開示いたします。

［補充原則4-1① 執行役員への委任の範囲の概要］



　当社は、取締役会において、法令及び定款に定められている事項や当社の重要事項を決定しております。

　また、取締役会は執行役員に対して委嘱業務を明示して業務委嘱を行っております。

　さらに、社内決裁基準で、決裁事項毎に意思決定機関または意思決定者を明確に定めております。

［原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質］

　当社は、コーポレート・ガバナンス基本方針において、独立社外取締役の独立性判断基準を定めております。

　また、取締役会は、取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を独立社外取締役の候補者として選定しておりま
す。

［補充原則4-11① 取締役会全体としての能力、多様性の考え方］

　当社は、取締役候補者の選定にあたり、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を重視し、当社の規模を踏まえ、指名報
酬委員会での審議を経た上で、取締役会において決議しております。

［補充原則4-11② 取締役及び監査役の兼任状況］

　社外取締役、社外監査役の兼任状況については、招集通知及び有価証券報告書等で毎年開示しております。

　社外取締役１名、社外監査役１名が他の上場会社の社外取締役、社外監査役を兼任しておりますが、業務執行取締役及び常勤監査役は他の
上場会社の役員は兼任しておらず、取締役、監査役の業務に専念できる体制となっております。また、他の上場会社の社外取締役、社外監査役
の兼任状況は合理的な範囲にとどまっていると認識しております。

［補充原則4-11③ 取締役会の実効性評価］

　当社では、全ての取締役及び監査役に対してアンケートを実施し、取締役会全体の実効性の分析・評価を行いました。

　その結果の概要は以下のとおりです。

　(１) 取締役会の規模・構成

　　　当社の取締役は６名（うち２名は社外取締役）であり、会社の規模に照らして、取締役会の規模は適正と考えられます。また、取締役の専門

　　知識や経験、ジェンダーや国際性の面を含むバックグラウンドの多様性については、より一層の多様性を求める意見が多くありました。今後、

　　取締役会の構成について検討して参ります。

　(２) 取締役会の付議事項

　　　取締役会への議案の付議は適時になされていますが、経営戦略や事業戦略議案の占める割合が少ないのではないかという意見がありま

　　した。今後、金額的・質的重要性を基準とした委譲を含め、取締役会、経営会議等の役割の見直しを検討して参ります。

　(３) 取締役会の開催頻度・審議

　　　取締役会は月次定例取締役会、決算取締役会、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、開催頻度は適正と考えられます。また、審議

　　時間も十分確保されているものの、案件によっては、より議論を深める際にはより一層の時間を確保するべきとの意見がありました。今後、前

　　項と合わせて検討して参ります。　

　(４) 情報提供の充実度・タイミング

　　　取締役会への情報提供は概ね適切になされておりますが、案件によっては付議資料に改善の余地がある旨の意見がありました。

　　　取締役会の資料は、原則として、開催日３日前までに事前配付されています。

［補充原則4-14② 取締役及び監査役のトレーニング方針］

　当社は、コーポレート・ガバナンス基本方針において、役員トレーニングに関する方針を定め、開示しております。

［原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針］

　当社は、ＩＲ担当役員の下、ＩＲ委員会を設置し、開示情報の内容を分かりやすく提供しております。

　また、株主との建設的な対話の場を設けるため、以下の取組みを実施しております。

　　（１）決算説明会（年２回）

　　（２）定時株主総会（年１回）

　　（３）個人投資家向け説明会（適宜）

　　（４）機関投資家向け個別面談（適宜）

　　（５）電子メールによる情報提供（適宜）

　　（６）ＩＲ資料のホームページ掲載（適宜）

　これらの対話において把握された株主の意見・懸念については、適宜、ＩＲ担当取締役、取締役会に報告しております。

　なお、株主、投資家、アナリストとの対話の際は、ＩＲ委員会、担当取締役にインサイダー情報の確認を行った上で、対話に臨んでおります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

富士ソフト株式会社 10,330,000 61.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 641,700 3.81

ヴィンクス従業員持株会 498,560 2.96

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　ＡＣ　ＩＳＧ　（ＦＥ－ＡＣ） 275,819 1.64

有限会社協和商事 149,400 0.88

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 146,700 0.87

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ　（ＣＡＳＨＰＢ） 140,200 0.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 129,400 0.76

ＭＬＩ　ＦＯＲ　ＣＬＩＥＮＴ　ＧＥＮＥＲＡＬ　ＯＭＮＩ　ＮＯＮ　ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ－ＰＢ 128,400 0.76

クレディ・スイス証券株式会社 88,000 0.52



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 富士ソフト株式会社　（上場：東京）　（コード）　9749

補足説明

1.上記「大株主の状況」は、2019年6月30日現在の状況を記載しております。

2.当社は、自己株式を900,572株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。持株比率は自己株式を除いて算出しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社の親会社であります富士ソフト株式会社を中心とした親会社グループにおいては、その成り立ちとしてＭ＆Ａを主体としてきたこともあり、

「各グループ企業が相互に独立した会社としての尊厳と自主性・主体性を尊重する」旨のグループ会社憲章が定められており、各グループ企業

が独自の方針等により事業を展開するとともに、各々の特徴を生かしたアライアンスを推進していくことにより、親会社グループ全体としての成長

を実現していくことをグループ戦略としております。このことから、各グループ企業の一部においては事業領域の重複が生じておりますが、各社に

おいてはグループ内の事業展開上の制約及び調整事項等はありません。

　以上のことから、当社グループは親会社等からの事業上の制約はなく、一定の独立性が確保されている状況にあると認識しておりますが、親

会社との関係については重要性が高いものと考えております。

　なお、当社と親会社との間において取引を行う場合、商取引上の一般的な取引条件及び同社以外の同種企業との取引と同様の条件に従い、

双方協議の上、合理的に取引条件を決定しております。また、当社と同社間における重要な財産の処分・譲り受け、多額の借財及びその他取締

役会決議事項につきましては、その決定に際して、その他第三者の取引とその基準を区別することなく取締役会決議を必要としております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社グループは、親会社グループの一員として良好な協力関係を維持しながら事業展開を行っており、各グループ企業の一部においては事業

領域の重複が生じておりますが、以下の３つの事項により独自の経営判断が行える状況にあると考えております。

　・富士ソフトグループ憲章「各グループ企業が相互に独立した会社としての尊厳と自主性・主体性を尊重する」に基づき、各社においてグループ

　　内の事業展開上の制約及び調整事項等はないこと。

　・当社取締役のうち親会社の業務執行者との兼任取締役は１名であり当社取締役（６名）の半数に至る状況にはないこと。

　・経営の独立性を高めるため、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員３名（社外取締役２名、社外監査役１名）を選任している

　　こと。

　当社グループの経営判断及び事業展開にあたっては、親会社の指示や事前承認に基づいてこれを行うのではなく、一般株主と利益相反が生じ

るおそれのない独立役員である社外取締役２名を含む取締役会を中心とした当社経営陣の判断のもと、独自に意思決定して実行しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

川口　勉 他の会社の出身者 △

髙橋　宏 他の会社の出身者 △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川口　勉 ○

過去に当社が監査契約を締結している太

陽有限責任監査法人に所属しており、当

社の会計監査業務に従事していた経験が

あります。同監査法人と当社の取引額は

当社の連結売上高の１％未満であるた

め、その概要の記載は省略します。

なお、現在において、同氏は当該監査契

約に基づく会計監査業務には一切関与し

ておらず、当社と同氏の間には、社外取

締役としての関係以外の関係はありませ

ん。

＜招聘理由＞

公認会計士としての経験や会計分野における

高度な知識を活かして、客観的且つ公正な立

場に立って経営の重要案件の審議及び議決

に参加し、経営の監督機能の向上が期待でき

ると判断したためであります。

＜独立役員指定理由＞

現在において、当社と同氏の間には取引関係

は一切なく、また、当社の意思決定に対して不

当な影響を与え得る特別な関係もないことか

ら、中立・公正な立場を保持する独立機関とし

て一般株主と利益相反の生じるおそれがない

と判断したためであります。



髙橋　宏 ○

過去に当社の親会社である富士ソフト株
式会社に在籍し、また当社の兄弟会社で
あるサイバネットシステム株式会社の業務
執行取締役でありました。2018年12月末
日現在、当社と両社との間にそれぞれ取
引関係がありますが、取引条件及びその
決定方法は他の取引先と同様の条件であ
り、取引の規模、性質に照らして株主・投
資者の判断に影響を及ぼすおそれはない
と判断されることから、取引の概要の記載
を省略しております。

＜招聘理由＞

当業界におけるビジネス経験を有し、管理・統
制並びに監査に関する幅広い見識を生かし
て、当社の経営全般に対する適正な監督、
チェック機能を果たしていただくことで、客観的
かつ公正な立場に立って経営の監視と監督を
行うことができると判断したためであります。

＜独立役員指定理由＞

当社と同氏の間には取引関係は一切なく、ま
た、当社の意思決定に対して不当な影響を与
え得る特別な関係もないことから、中立・公正
な立場を保持する独立機関として一般株主と
利益相反の生じるおそれがないと判断したため
であります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

補足説明

１．役割

　・取締役及び執行役員候補者の選定並びに評価

　・取締役及び執行役員の報酬の審議

　・代表取締役の後継者の計画（プランニング）の審議

　・その他取締役会からの諮問に対する答申

２．運営

　・事務局は管理部門担当執行役員

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人や内部監査部門との間で、監査体制・監査計画・監査実施状況等につき適宜意見交換等を行うことで連携を図っており

ます。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

村田　智之 公認会計士

佐藤　吉浩 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

村田　智之 ○
独立役員に指定しております。

公認会計士

＜招聘理由＞

公認会計士としての経験や会計分野における

高度な知識を活かして、客観的且つ公正な立

場に立って経営の監視監督を行い、経営の透

明性、客観性及び健全性の確保が期待できる

と判断したためであります。

＜独立役員指定理由＞

当社と同氏の間には取引関係は一切なく、ま

た、当社の意思決定に対して不当な影響を与

え得る特別な関係もないことから、中立・公正

な立場を保持する独立機関として一般株主と

利益相反の生じるおそれがないと判断したた

めであります。

佐藤　吉浩 　 弁護士

＜招聘理由＞

弁護士として企業法務に関する幅広い見識を

有しており、当社の経営全般に対する大所高

所からの監督と助言を期待できるものと判断し

たためであります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

該当事項はありません。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社の役員賞与は、予算達成度を基準に業績評価（予算達成度）を行い、その評価を予め定められた役位ごとの報酬基準にあてはめる事で支

給額を決定しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、その他



該当項目に関する補足説明

当社の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高めるとともに、株主様を重視した経営を一層推進することを目的として、当社取締役、執行役
員及び従業員に対し、金銭の払い込みを要することなく無償で新株予約権を発行しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第30期 事業年度（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）

　役員報酬：

　　取締役に支払った報酬 85,444千円（内、社外取締役 6,120千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等は、基本報酬と賞与により構成しており、その総額を株主総会において定めております。基本報酬については、役職別に定め

る額を基に、株主総会で決議された総額の範囲内において、取締役会決議により決定しております。賞与については、基本報酬を基に、一定の

算定式及び業績に応じて決定しております。

　なお、取締役退任時には、株主総会の決議を経て、別に定める役員退職慰労金規程に基づき決定した額を支給いたします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役（社外監査役）の補佐は、管理本部員が兼務にて担当しております。主な担当業務としては、取締役会等の開催通知や事前の資料

説明、求められた資料の提供などがあります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、客観性及び中立性を確保した経営監視機能の強化並びに企業の透明性及び経営の健全性の強化を図るため、以下の体制を採用し

ております。

　当社は監査役が、株主に代わって取締役の職務の執行を監督することで健全な経営の維持を図る監査役制度を採用しております。

　取締役は、業務執行上の意思決定を取締役会にて行い、他の取締役、執行役員の業務執行の監督を行っており、執行役員は、取締役会が決

定した経営方針に従い業務執行を行っております。また、取締役会の補完的な機能として経営会議を設置し、業務執行の具体的内容や進捗状

況の管理及びその背景となる戦略及び重要事項の検討、審議を行っております。

　業務執行責任者である代表取締役は、自らの職務執行をより有効なものとするための諮問・指示機関として、セキュリティ強化委員会、内部統

制・コンプライアンス委員会等の各種委員会を設置するとともに、監査室を設置し、内部統制及びコンプライアンスの強化を図っております。

　取締役会は、現在、取締役６名で構成されており、毎月１回定期的に開催され、業務執行における重要事項の意思決定のほか、月次決算の報

告及び会社法などの法令や取締役会規則に定められた事項に関する審議を行っております。その補完機能としての経営会議は、その業務執行

の具体的内容や進捗状況の管理、及びその背景となる戦略及び重要事項の検討、審議を行っており、その結果に基づいて業務執行者が業務執

行を行う仕組みとなっております。

　監査室は、現在５名（内、内部監査担当３名）により構成され、内部監査担当者は監査計画書に基づき各部署の業務活動全般に対して、運営状

況、業務の効率性・合理性及びコンプライアンスの遵守状況等について監査を実施しております。なお、監査結果につきましては、代表取締役に

報告するとともに、業務活動の改善及び適切な運営に向け勧告、助言等を実施しております。

　監査役は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名の計３名により構成され、監査計画に基づく取締役会等の重要な会議への出席の他、経営方針

の浸透状況の確認等、内部監査の実効性に関する監査や、内部監査への立会を実施しております。また、毎月１回定期的に開催される監査役

会にて監査役間の情報交換を行うことで、多面的な経営監視を実施し、監査機能の有効化を図っております。

　外部からの監視体制として、会計監査を太陽有限責任監査法人に依頼しており、定期的な監査のほか、会計上の課題については随時確認を

行い、会計処理の適正性の確保に努めております。なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、柴谷哲朗、古市岳久であり、会計監査

業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他数名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監督と業務執行の分離を可及的に高めるため執行役員制度を採用し、取締役会により意思決定機能及び監督機能を強化しておりま

す。また、取締役６名中２名の社外取締役、監査役３名中２名の社外監査役が、外部からの客観的、中立的見地から経営の監視機能を果た

しております。更に、社外取締役及び社外監査役が取締役会のほか必要に応じて経営会議等の重要な会議に出席することとしており、意思決定

のプロセスを直接的にチェックする体制をとっております。これらの体制により、社外取締役２名と社外監査役２名をもって十分に経営監視機能が

確保できるものと判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
第30回定時株主総会招集通知は、2019年２月27日に発送いたしました。

なお、発送３営業日前より東京証券取引所および自社ホームページへ掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 第30回定時株主総会は、2019年３月14日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 第30回定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使を採用しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、株主・投資家の皆様に当社の価値を適正に評価していただくことを情

報開示の目的としております。そのため、当社は、適時（できる限り速やか

に）、公正（法令を遵守し良い情報と悪い情報とを区別しない）、公平（全ての

株主・投資家に対して平等）に情報を提供すること基本姿勢としております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 適宜、個人投資家説明会を開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回、本決算及び中間決算発表後に開催しております。

2018年11月28日開催 アナリスト・機関投資家向け 第30期中間決算説明会

2019年３月６日開催 アナリスト・機関投資家向け 第30期決算説明会

あり

IR資料のホームページ掲載
ＩＲサイトURL（https://www.vinx.co.jp/ir）、掲載情報（有価証券報告書、決算短

信、会社説明会資料、プレスリリース）

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当役員：取締役 常務執行役員 営業担当 兼 企画担当　竹内 雅則、ＩＲ担

当部署：企画本部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ホームページに掲載しているコーポレート・ガバナンス基本方針において、ステークホル
ダーとの適切な協働について定めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

コーポレート・ガバナンス基本方針において、ステークホルダーに対する情報開示の方針を
定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．基本的な考え方

　　　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務ならびに会社およびその子会社

　　から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制を整備するために、以下の基本方針を掲げております。

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　　ア．当社は、取締役、執行役員および使用人等が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として、「企業倫理規程」、

　　　「コンプライアンス規程」、「コンプライアンス規範」その他関連規程を定めるものとする。

　　イ．当社は、内部統制・コンプライアンスの構築・運用・見直し・改善を含む一連の活動を推進するための組織として、内部統制・コンプライアン

　　　ス委員会を設置する。また、その徹底を図るため、コンプライアンス遵守の教育・啓蒙活動を推進する。

　　ウ．当社の監査室は、コンプライアンスの状況を監査する。この活動は、定期的に代表取締役および監査役会に報告されるものとする。

　　エ．当社は、法令上疑義のある行為等について、当事者・関係者が直接情報提供を行う手段としてホットラインを設置・運営する。

　　オ．当社は、法令・定款違反等の行為について、「賞罰規程」に基づき適正に処分を行うものとする。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　当社は、「文書管理規程」に従い、取締役、執行役員および使用人等の職務執行に係る決裁結果を文書または電磁的媒体（以下、文書等と

　　いう。）に記録し保存する。取締役および監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社および子会社（以下、当社グループという。）は、コンプライアンス、災害、品質、個人情報、情報セキュリティおよびシステムトラブル等に

　　係るリスクについて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布、組織横断的リスク状況の監視、その他の全社的対応を

　　行い、リスクを把握・管理する体制の構築を推進する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　ア．当社は、執行役員制度を導入し、経営上の意思決定および監督機能と業務執行機能を明確に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を

　　　図るとともに、迅速かつ効率的な業務執行を可能とする体制を構築する。

　　イ．当社は、「取締役会規則」、「組織規程」、「業務分掌規程」その他関連規程により、意思決定および指揮命令系統を明確にする。また、子会

　　　社においても、これに準じた体制を構築する。

　　ウ．当社は、当社グループの事業計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定およびその進捗についての定期的な検証を行うとともに、

　　　年度ごとの本部別・子会社別目標を設定し、その実績を適切に管理する。

（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　ア．会社からの報告および当社による承認の仕組み等を定めた「関係会社管理規程」に基づき、当社の管理本部が当該子会社の管理全般を

　　　行うものとする。

　　イ．当社の監査室は、子会社に対する業務監査、内部統制監査等を定期的に実施し、その結果を代表取締役および監査役会に報告する。

　　ウ．当社は、子会社の機関設計および業務執行体制について、当該子会社の事業・規模・当社グループにおける位置づけ等を勘案の上、定

　　　期的に見直し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるよう、監督する。また、子会社における意思決定について、当該子会社に

　　　おける業務執行者の権限と責任を明らかにさせ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応じて指導を行うものとする。

　　エ．当社は、子会社の取締役、執行役員および使用人等が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として、「企業倫

　　　理規程」、「コンプライアンス規程」、「コンプライアンス規範」その他関連規程を整備させるとともに、各子会社の業務内容、規模、所在国その

　　　他の事情に応じてコンプライアンス体制の構築を推進するものとする。

　　オ．当社は、定期的に親会社および子会社と連絡会議を開催し、グループ経営方針の統一化を図るとともに、親会社および子会社との間に密

　　　接な協力関係を保ちつつ、相互の独立性を確保する。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性

　　に関する事項

　　ア．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、監査スタッフという。）を求めた場合、必要な員数および求められる資質については、監査役

　　　と事前に協議の上、適任と認められる人員を配置する。

　　イ．監査スタッフは、監査役からの監査業務に必要な事項の命令に関して、取締役、執行役員および監査スタッフが所属する上司等の指揮命

　　　令を受けないものとする。

　　ウ．当社は、監査スタッフの人事異動・人事考課・賞罰等について、予め監査役会の意見を聴取し、これを尊重する。

（７）監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　監査スタッフは、監査役から監査業務に必要な事項の命令があった場合、原則として、他業務に優先して当該事項を遂行する。また、取締

　　役、執行役員および監査スタッフが所属する組織の上司等は、当該事項の遂行に関して必要な支援を行うものとする。

（８）取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　　ア．当社は、取締役、執行役員および使用人等が監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事

　　　項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインにおける通報状況およびその内容を速やかに報告する体制を整備する。なお、

　　　報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、監査役との協議により決定する方法によるものとする。

　　イ．当社は、子会社との間で、子会社の取締役、執行役員および使用人等またはこれらの者から報告を受けた者が、直接または間接に、当社

　　　に対し報告することができる体制を整備する。また、当社は、係る体制により、当社が子会社の取締役、執行役員および使用人等またはこれ

　　　らの者から報告を受けた者から報告を受けた場合、速やかに当社の監査役に対し報告する体制を整備する。

　　ウ．前二号に基づき報告した者は、監査役に対し当該報告を行ったことを理由として、何ら不利な取扱いを受けないものとする。

（９）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

　　方針に関する事項

　　　監査役がその職務の執行について生じる費用（企業不祥事、大規模な第三者割当および利益相反取引等の監査時に生じる弁護士、公認会

　　計士その他外部専門家の費用を含む。）の前払または償還等の請求をした場合、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合



を　　除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　ア．監査役が当社グループの経営課題・業績等を把握し、必要に応じて意見を述べることができるよう、取締役会はもとより、経営会議その他

　　　重要な会議体等へ出席する機会を確保する。

　　イ．監査役は、代表取締役との定期的な意見交換および取締役・執行役員との間の定期的なヒアリングを実施する。

　　ウ．監査役は、次のとおり、効果的な監査のための連携を図るものとする。

　　　　・　監査役は、監査室から年度監査計画の説明を事前に受けるものとし、自らの職務の執行にあたり必要と認める場合、係る計画の修正等

　　　　　を求めることができる。また、監査役は、内部監査の実施状況の報告を随時受けるものとし、自らの職務の執行にあたり必要と認める場

　　　　　合、追加監査の実施等を求めることができる。

　　　　・　監査役は、会計監査人から年度監査計画の説明を事前に受けるものとする。

　　　　・　上記のほか、監査役は、監査室・会計監査人それぞれとの間で、必要に応じて、情報連携・意見交換を行い、三様監査の連携強化を図

　　　　　るものとする。

　　エ．前三号のほか、当社は、監査役監査に必要な文書等の閲覧、実査、関係者へのヒアリング、子会社監査、監査室・会計監査人との連携等

　　　を実施するための監査環境の整備に努めるものとする。

（11）財務報告の信頼性、適正性を確保するための体制

　　　当社は、財務諸表の信頼性、適正性を確保するため「財務報告の信頼性に関する内部統制評価の基本方針」を制定し、基本計画を定める。

　　　これに基づき、財務報告に係る内部統制を有効かつ適切に整備、運用し、評価する体制を構築する。また、不備があれば是正する体制を構

　　築する。

（12）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況

　　　当社は、会社の行動基準を定めた「企業倫理規程」に基づき、企業及び市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して

　　屈することなく、不当要求行為に対しては毅然たる態度で対応するとともに、外部専門機関と連携しながら適切な対応が取れる体制を構築す

　　る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　上記「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況　１．基本的な考え方　(12)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え

方及び整備状況」に記載のとおりであります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現時点では、導入は予定しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社グループの会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりであります。

１．情報の開示方針

　当社グループは、株主及び投資家の皆様に公正且つ正確な情報を提供するため、東京証券取引所が定める適時開示に関する規則に従い、情
報及びその他の重要な情報を適時・適切に公表しております。

　また、当社グループが有用と判断したＰＲ等のその他情報につきましても積極的に公表しております。

２．情報の開示方法

　適時開示に関する規則に該当する情報の開示は、同規則に従い東京証券取引所への事前説明後、同取引所が運営するＴＤｎｅｔ（適時開示

情報伝達システム）にて行い、必要に応じて、東京証券取引所内の「兜倶楽部」及び大阪取引所内の「大阪証券記者クラブ」への資料投函を行う

とともに、当社ホームページにて掲載しております。

３．情報の開示に係る社内体制

　ア．決定事実・発生事実に関する重要な会社情報につきましては、開示情報となり得る可能性のある会社情報が生じた時点で、会社情報を有

　　　する所管部門から直ちに情報取扱責任者へ報告を行っております。なお、子会社に関する情報につきましては、子会社を統括管理する

　　　管理本部を通じて情報取扱責任者へ報告を行っております。

　イ．情報取扱責任者は、有価証券上場規程等に定める投資判断に重要な影響を与える会社の業務、運営又は業績に関する情報を認識した場

　　　合は、ＩＲ委員会と連携し、必要に応じて会計士・弁護士等の外部専門家の助言を仰いだ上で、適時開示の必要性の有無、公表の時期及

　　　び方法等を判断しております。

　ウ．適時開示を要する場合、ＩＲ委員会及び関連部門が相互に連携の上、法令・規則等に従い開示書類の作成を行っております。

　エ．情報取扱責任者は、ＩＲ委員会より提出された開示書類の内容を確認後、特に問題がないと判断した場合、代表取締役への報告を行うとと

　　　もに、取締役会へ付議し、その承認を受けております。

　オ．取締役会の承認後、情報取扱責任者の指示の下、ＩＲ委員会が速やかに開示書類の公表手続きを行っております。

４．各種情報の管理

　当社グループの内部情報の管理については、当社が定める「インサイダー取引防止規程」に基づいて情報管理を徹底し、秘密保持及びインサ

イダー取引の未然防止に努めております。
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